
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（ 令和７ 年度～令和９ 年度）  

 

 

 

 

 

 

 

令和６ 年１ １ 月 

 

 

 

 

Y                                        



 

1 

 

 

 

■ 実施計画の趣旨 

 こ の計画は、第二次佐久市総合計画において定める 将来都市像の実現に向けた施策の大綱と 、

実施すべき 具体的な施策の方向を示し た基本計画に基づき 、事業を計画的かつ効果的に推進す

る ための短期的、 具体的な計画です。  

計画期間は翌年度から の３ 年間で、 毎年度ロ ーリ ング方式によ り 見直し を行っていま す。  

 

■ 計画期間 

  令和７ 年度～令和９ 年度（ ３ 年間）  

 

■ 実施計画策定方針 

１  策定方針 

（ １ ） 現状認識 

ア 我が国を取り 巻く 社会・ 経済の動向 

政府の発表によ る と 、 令和５ 年度の実質Ｇ Ｄ Ｐ 成長率は３ 年連続のプラ ス 成長と なる

1. 2％と なり 、 日本経済はコ ロ ナ禍の３ 年間を乗り 越え改善し つつある 。 ま た、 30 年ぶり

と なる 高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済に前向き な動き が見ら れ、民需主

導の持続的な成長と デフレ から の脱却、成長と 分配の好循環を実現する チャ ンス が訪れて

いる 。  

し かし ながら 、足元の現状に目を向ける と 、物価上昇に賃金の伸びが追い付いておら ず、

実質賃金は過去最長の 24 か月連続のマイ ナス と なっている 。  

ま た、 我が国の令和５ 年の総人口は１ 億 2, 435 万２ 千人と 、 前年比で 59 万５ 千人減少

し 、 13 年連続で減少を続けている 。 さ ら に、 令和５ 年の出生数は 75 万 8, 631 人と 過去最

少を更新する と と も に、総人口に占める 高齢者人口の割合は 29. 1％と 過去最高を更新し 、

人口減少・ 少子高齢化は国難と いう べき 最重要課題と なっている 。  

こ う し た中、 政府は、 人口減少を加速さ せる 少子化に歯止めをかける ため、「 こ ど も 未

来戦略」 を策定し 、 次元の異なる 少子化対策を進める と し ている が、 少なく と も 直近の人

口減少は避けら れない状況にあり 、日本経済を持続可能なも のと し ていく ため、人口減少

のカーブを緩める と と も に、人口減少の中でも 成長でき る 経済を作り 上げる 必要に迫ら れ

ている 。  

内閣府の設置する 「 経済財政諮問会議」 は、 人口減少の影響を克服する ため、「 生産性

の向上」、「 労働参加の拡大」、「 出生率の向上」 の３ 点に構造的に対応する 必要がある と し

ており 、 今後、「 経済財政運営と 改革の基本方針 2024（ 骨太の方針 2024）」 においては、

必要と なる 制度改革の実施を目指し 、「 先端技術の実装と 競争力強化」、「 グロ ーバル対応

と 脱炭素」等の重点課題に対応する 今後３ 年程度の包括的な政策パッ ケージが示さ れる も

のと みら れる 。  

 

イ  デジタ ル田園都市国家構想の推進 

国では、「 新し い資本主義」 の実現を一丁目一番地に掲げ、その政策のひと つである「 デ

ジタ ル田園都市国家構想」 を推進する ため、こ れま での地方創生の取組の成果を最大限生
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かし つつ、デジタ ルの力によ って地域の社会課題の解決や魅力向上の取組を加速化・ 深化

さ せていく ための基本方向のほか、各種施策の具体化と その実現に向けたロ ード マッ プ等

を定めた、 令和５ 年度を初年度と する ５ か年間の「 デジタ ル田園都市国家構想総合戦略」

を、 令和４ 年 12 月 23 日に閣議決定し た。  

本市においても 、国及び長野県の「 デジタ ル田園都市国家構想総合戦略」 を勘案し つつ、

「 佐久市デジタ ル田園都市国家構想総合戦略」を本年３ 月 22 日に策定し たと こ ろであり 、

本戦略に基づき 、 デジタ ル田園都市国家構想の取組を強力に推進し ていく 必要がある 。  

 

ウ  本市を取り 巻く 状況の変化 

本市では、 第二次佐久市総合計画に基づき 、 市の最大の強みを「 暮ら し やすさ 」 と 位置

付け、 こ れを生かす各種施策を推進し ている と こ ろである 。  

本市の人口は、 令和２ 年国勢調査で 98, 199 人と 、 平成 27 年の 99, 368 人と 比べ 1. 2％

減少し ている が、 その一方で、 平成 23 年から 連続し て転入者数が転出者数を上回る 社会

増の状態にある 。  

令和５ 年 12 月 22 日に国立社会保障･人口問題研究所（ 社人研） によ り 発表さ れた「 日

本の地域別将来推計人口（ 令和５ 年推計・ 下図中①）」 における 本市の将来人口は、 平成

30 年推計（ 下図中②） を上回り 、 令和 32 年（ 2050 年） ま での人口減少率が 19 市中最も

低い数値と なった。 こ れは、 佐久市人口ビ ジョ ン（ 令和元年度改訂版） において推計し た

人口の将来展望（ 下図中③） を下回る も のの、 本市がこ れま で進めてき た各種施策に、 人

口減少の減速化につながる 一定の効果があったも のと 推察さ れる 。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

し かし ながら 、 人口動態に大き な影響を及ぼす出生数は、 平成 27 年には 800 人を、 令

和４ 年には 700 人を、令和５ 年には 600 人を割り 込み 583 人と 、直近において減少速度が

加速し ている 。 ま た、 高齢化率は、 本年４ 月１ 日現在で 31. 5％と 、 全国（ 29. 1％） と 比

べ進行し ており 、地区別では浅間地区で 24. 1％、野沢地区で 32. 8％、中込地区で 32. 2％、

東地区で 32. 6％、 臼田地区で 37. 9％、 浅科地区で 37. 7％、 望月地区で 42. 3％と 、 旧町村

部で高い数値と なっており 、人口減少・ 少子高齢化の進行は依然と し て切迫し た状況にあ

る 。  

 

佐久市の将来推計人口（人） 
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こ のよ う な中で、 本市は、 令和７ 年４ 月１ 日に合併 20 周年を迎える 。 こ こ から さ ら に将

来にわたり 、 こ れま で培ってき たま ちの強み・ 卓越性を次世代へ引き 継いでいく ためには、

人口動態への影響の大き い若者・ 女性・ 子育て世代が暮ら し やすい、 希望をかなえら れる ま

ちづく り 等を進め、人口減少対策に引き 続き 取り 組むと 同時に、総合計画の基本理念のひと

つである「 新し い発展の可能性への挑戦」と し て、先端技術の活用や官民連携をさ ら に進め、

地域経済の活性化、世界を視野に入れた事業展開等によ り 、人口減少の影響の克服に率先し

て取り 組む必要がある 。  

 

（ ２ ） 優先・ 重点配分項目 

上記の現状認識及び第二次佐久市総合計画における 将来都市像・ 基本理念を踏ま え、以下

の取組への優先的かつ重点的な配分を行う こ と によ り 、 一層の事業の選択と 集中を図る 。  

 

ア 「 快適健康都市 佐久」 の実現に向けた取組 

第二次佐久市総合計画後期基本計画に掲げる 重点プロ ジェ ク ト に位置付けら れた９

つの戦略を具現化し 、「 暮ら し やすさ 」 を高める 事業に重点的に取り 組む。  

その中でも 、 特に、 次の３ つを最重点項目と し て、 ボト ルネッ ク と なる 要因の克服に

向けた取組へ重点的に投資を行う 。  

（ ア） 本市の将来を担う 若者・ 女性・ 子育て世代に明確に訴求する 事業 

（ イ ） デジタ ル技術を浸透さ せ、 新たな社会の仕組みへと 変革する 「 Ｄ Ｘ 」 を推進する  

事業 

（ ウ ） 産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構造・ 社会構造をク リ ーンエネルギー 

中心へ転換する 「 Ｇ Ｘ 」 を推進する 事業 

 

イ  デジタ ル田園都市国家構想の推進に向けた取組 

佐久市デジタ ル田園都市国家構想総合戦略を踏ま え、人口減少に歯止めをかけ、本市

における 地方創生を加速化・ 深化さ せていく ため、 こ れを実現する ための４ つの目標、 

（ ア）「 脱少子化と 子育て世代一人ひと り の多様な幸せを実現する 【 ひと （ 自然動態）】」  

（ イ ）「 変革に即し た大胆な移住（ ヒ ト ） の流れを実現する 【 ひと （ 社会動態）】」  

（ ウ ）「 創意工夫や新し いアイ デアを生み出す「 人的資本」 への投資と 企業の持続的 

価値創造を実現する 【 し ごと 】」  

（ エ）「 リ アルと デジタ ルが融合する 令和型「 暮ら し やすい」 ま ちづく り を実現する  

【 ま ち】」  

の達成に資する 事業に重点的に取り 組む。  
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ウ  人口減少下における 新し い発展の可能性に挑戦する 取組 

人口減少の影響を克服し 、 ま ちの強み・ 卓越性を未来へつなげる ため、 先端技術の活

用や官民連携等によ る 市の持続的発展を目指す以下の事業に重点的に取り 組む。  

（ ア） 北陸新幹線、 中部横断自動車道などの高速交通網の充実、「 災害に強いま ち」 への

転換、子育て支援拠点施設の整備や私立小学校の開校などによ る 教育環境の充実等、

変化する 本市の地勢を生かし た、 ま ちの強み・ 卓越性に磨き をかける 事業 

（ イ ） デジタ ル技術や民間のアイ デアを活用し た、 行政サービ ス の効率化、 地域経済の 

活性化に資する 事業 

（ ウ ） 辺地や過疎地域など 中山間地域をはじ めと し た地域の抱える 課題の解決及び再興 

に資する 事業 

  

エ 自主財源の確保に向けた取組 

人口減少や地域経済の縮小など によ り 、自主財源の根幹をなす税収をはじ めと し た財

源の確保がこ れま で以上に厳し く なる こ と から 、自主財源の確保につながる 事業に重点

的に取り 組む。  
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■ 実施計画の対象事業 

 ・  原則と し て、 次の①及び②と し ま す。  

① ハード 事業については、 総事業費１ 億円以上の事業 

（ 総事業費が１ 億円以上であれば計画期間内に収ま ら なく ても 対象と し ま す。）  

② ソ フト 事業については、 単年度事業費５ ０ 万円以上の事業 

・  例外と し て、「 地方創生（ デジタ ル田園都市国家構想）」 に資する 事業、 起債充当事業及び

その他必要な事業（ 一部、 経常経費的な事業を含む。） については、 対象事業と し ま す。  
 
 
■ 実施計画の構成 

第二次佐久市総合計画において定めた「 施策の大綱」 における 体系ごと に主な事業を記載し

ていま す。  

 

 <施策の大綱> 
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■ 中期的な建設充当一般財源の見通し （ Ｒ ７ ～Ｒ 11 年度）  

実施計画策定に当たっては、 地方財政計画等を基本に、 国の制度改正や経済成長率など の各

種指標を加味し 、 歳入（ ①） と なる 市税や地方交付税等を推計する と と も に、 起債見込額等を

考慮し 、 歳出（ ②） と なる 公債費等を推計し ていま す。  

こ の推計値から 中期的な推計と し て【 建設充当一般財源】（ ③＝①－②） を算出し ていま す。  

 

●歳入（ ①） （ 単位： 千円） 　 　

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

市税 14, 108, 000 14, 221, 000 14, 152, 000 14, 249, 000 14, 338, 000

地方交付税 13, 140, 000 13, 052, 000 13, 035, 000 12, 921, 000 12, 890, 000

そ の他 4, 748, 000 4, 786, 000 4, 802, 000 4, 838, 000 4, 876, 000

31, 996, 000 32, 059, 000 31, 989, 000 32, 008, 000 32, 104, 000

※その他･･･譲与税、 交付金、 臨時財政対策債等

●歳出（ ②）

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

人件費 6, 852, 000 6, 736, 000 6, 874, 000 6, 843, 000 6, 859, 000

公債費 6, 404, 000 5, 879, 000 5, 553, 000 5, 513, 000 5, 618, 000

扶助費 2, 169, 000 2, 184, 000 2, 214, 000 2, 254, 000 2, 292, 000

そ の他 14, 199, 900 14, 287, 600 14, 299, 600 14, 519, 900 14, 623, 900

29, 624, 900 29, 086, 600 28, 940, 600 29, 129, 900 29, 392, 900

※そ の他･･･物件費、 補助費、 繰出金、 維持補修費等

●建設充当一般財源（ ③＝①－②）

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

2, 371, 100 2, 972, 400 3, 048, 400 2, 878, 100 2, 711, 100建設充当一般財源

合　 計

合　 計

 

 

 

■ 中期的な財政指標の見通し （ Ｒ ７ ～Ｒ 11 年度）  

事業の厳選・ 集中と 、 事業実施に当たっては、 国・ 県補助金や起債・ 基金等を効果的に活用

し 、 一般財源の額が上記建設充当一般財源の範囲内と なる よ う 計画を組み立てた結果、 各財

政指標は以下の見通し になり ま す。  

 

●財政指標等 （ 単位： 百万円、 ％）

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

30, 501 30, 267 31, 584 32, 666 34, 537

4, 876 1, 787 1, 205 835 563

39, 518 35, 597 31, 439 26, 962 22, 089

5. 4 4. 8 5. 7 8. 0 6. 8

3. 3 3. 9 5. 3 5. 3 6. 1

基金残高（ 一般会計）

市債借入額（ 普通会計）

市債残高（ 普通会計）

実質公債費比率（ 単年度）

（ ３ カ 年平均）
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■総括表 

（ 単位： 千円）  

1  生涯にわた り 学び、 生き る 力を 育むま ち づく り

事業費 2, 200, 000 691, 800 275, 000 3, 166, 800

うち一般財源 496, 700 224, 700 182, 900 904, 300

２  地域の特徴を 生かし た つな がり あ る ま ち づく り

事業費 2, 612, 000 1, 139, 700 1, 405, 500 5, 157, 200

うち一般財源 512, 500 358, 100 482, 300 1, 352, 900

３  力強い産業を 営む活力と 魅力あ る ま ち づく り

事業費 771, 800 715, 500 398, 000 1, 885, 300

うち一般財源 251, 100 243, 000 131, 400 625, 500

４  豊かな暮ら し を 育む健康長寿のま ちづく り

事業費 4, 055, 800 1, 403, 700 1, 229, 300 6, 688, 800

うち一般財源 691, 200 465, 300 423, 100 1, 579, 600

５  快適な暮ら し を 創る 環境豊かなま ちづく り

事業費 1, 987, 800 3, 405, 200 2, 353, 700 7, 746, 700

うち一般財源 138, 000 106, 000 10, 100 254, 100

６  暮ら し を 守る 安心と 安全のま ちづく り

事業費 972, 800 19, 800 27, 800 1, 020, 400

うち一般財源 5, 900 4, 700 3, 600 14, 200

７  ひと と 地域の力が生き る 協働と 交流のま ち づく り

事業費 528, 400 182, 900 166, 600 877, 900

うち一般財源 186, 300 128, 100 111, 800 426, 200

合計

事業費 13, 128, 600 7, 558, 600 5, 855, 900 26, 543, 100

うち一般財源 2, 281, 700 1, 529, 900 1, 345, 200 5, 156, 800

合計令和7年度 令和9年度

令和9年度 合計

令和7年度 令和8年度

令和8年度

令和8年度令和7年度

令和9年度 合計

令和7年度 令和8年度

令和7年度 令和8年度

合計

令和7年度

令和9年度

令和9年度 合計

令和9年度

令和7年度 令和8年度

令和8年度令和7年度

令和8年度

合計

合計

令和9年度 合計

令和9年度
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■実施計画表の凡例 

（単位：千円）

( 新規) Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9

・ Ｉ Ｃ Ｔ 機器更新経費

Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9

・ 改修工事費　 等

( 新規) Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9

・ 検討委員会開催経費
1, 400

【学校教育課】

例2

【学校教育課】
503, 200

例3
浅間地区小・ 中学校あり 方検
討事業

事業費：

学校給食浅科・ 望月セン タ ー
集約化事業

事業費： 427, 000
【学校給食課】

将来の児童生徒数の推計データ に
基づく 浅間地区小・ 中学校の望ま
し いあ り 方の検討

望月セ ン タ ーへの浅科セン タ ーの
機能集約に伴う 改修等

例１
小中学校Ｉ Ｃ Ｔ 機器（ Ｇ Ｉ Ｇ
Ａ ス ク ール構想） 整備事業

事業費：

市立小中学校のＩ Ｃ Ｔ 機器の更新

新規/継続 事業名 事業概要 事業計画
（この場合、R7から着手し、R8に完了）

担当課 ３カ年の事業費

事業の完了を矢印で表現

後年に事業内容や方向性を再検討する場合、以降の期間を点線で表現

 

 

 

■ 留意点 

● 記載し た事業内容及び事業費等について 

本計画に記載し た事業内容及び事業費等は実施計画策定時のも のであり 、予算額と は異な

り ま す。 ま た、 今後の社会経済情勢等の変化によ り 内容が変更と なる 場合があり ま す。  


